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「地方独立行政法人市立大津市民病院の概要」 

１ 法人に関する基礎的な情報 

（１）目的、業務内容、沿革、設立に係る根拠法、組織図その他の法人の概要 

 

①目的 

 地域の中核病院として、市民に救急医療及び高度医療を始め、良質で安全な医療を継続

的かつ安定的に提供するとともに、地域の医療機関との機能分担及び連携を行うことによ

り、市民の健康の維持及び増進に寄与することを目的とする。 

 

②業務内容 

 ・医療を提供すること。 

 ・医療に関する調査及び研究を行うこと。 

 ・医療に従事する者に対する研修を行うこと。 

 ・医療に関する地域への支援を行うこと。 

 ・人間ドック、健康診断等の予防医療を提供すること。 

 ・看護師養成所の運営を行うこと。 

  

③沿革 

明治３２年 滋賀県立避病院（伝染病院）を大津市に移管、大津伝染病院開設 

明治４０年７月 大津市圓山病院と改称 

昭和１２年４月 
大津回生病院と改称、１市２箇村組合立伝染病院（大津市・雄琴村・

坂本村・下阪本村）として膳所錦町字打明に開設 

昭和３９年１月 現在地に移転、大津市民病院に改称 

昭和５３年７月 新館棟（現在の別館棟）竣工 

昭和５４年３月 管理棟増築 

昭和５８年５月 付属棟増築 

平成１１年４月 本館棟竣工（地下１階、地上９階建て免震構造、屋上ヘリポート設置） 

平成２９年４月 
地方独立行政法人に移行 

地方独立行政法人市立大津市民病院と名称変更 

平成３０年３月 市立介護老人保健施設ケアセンターおおつ廃止 

 

④設立に係る根拠法 

 地方独立行政法人法（法律第百十八号） 
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⑤組織図 

 

経営戦略室

経営管理課 財　務　係

総　務　係
法人事務局 総　務　課

人　事　係
内部統制推進室

施　設　係
施設契約課

契　約　係

医療の質・安全管理室 感染管理室

患者相談支援室
地域医療連携室

入退院センター
法人理事会 患者総合支援センター

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ
理 事 長 市立大津市民病院

理　　事 院　長 診療情報管理室

監　　事 副 院 長 医療情報センター 医療情報システム室

診療支援室

臨床研修センター

地域医療研修室

治験管理センター

診　療　局 総合内科
内　科
消化器内科
呼吸器内科
脳神経内科
循環器内科
精神・診療内科
小児科
外科・消化器外科・乳腺外科
整形外科
呼吸器外科
脳神経外科
心臓血管外科
リハビリテーション科
産婦人科
眼　科
耳鼻咽喉科
泌尿器科
皮膚科
形成外科
歯科口腔外科
放射線科
感染症科
麻酔科
救急診療科
病理診断科
緩和ケア科
手術部
化学療法部
外来通院手術部
集中治療部
血液浄化部
神経難病臨床研究所
健診センター
消化器内視鏡センター
脳卒中センター
高度鏡視下手術センター

医療技術局 薬剤部
医薬品情報管理室

臨床検査部

輸血管理室

病理検査室

放射線部

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ部 ５A病棟

臨床工学部 ５B病棟

栄養部 ６A病棟

６B病棟

看　護　局 ７A病棟

医　事　係 ７B病棟

事　務　部 医　事　課 ８A病棟

収　納　係 ８B病棟

９A病棟（緩和ケア）

９B病棟（感染症）

３C病棟

外来部

手術部

３B病棟（救急）

集中治療部

血液浄化部

材料滅菌部

付属看護専門学校
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⑥その他法人の概要 

 特になし 

 

（２）事務所（従たる事務所を含む。）の所在地   

○病院 

名 称 所在地 

市立大津市民病院 大津市本宮二丁目９番９号 

○看護学校 

名 称 所在地 

市立大津市民病院付属看護専門学校 大津市石場１０番５３号 

 

（３）資本金の額及び出資者ごとの出資金 

 大津市   １，０００，０００円 

 

（４）役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴（平成３１年３月３１日現在） 

氏名 役職 任期 担当及び経歴 

片岡 慶正 理事長（常勤） H29.4.1 ～H33.3.31 病院長 

青木 悦雄 理事（常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 副院長 

秋田 高典 理事（常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 法人事務局長、病院事務部長 

戸田 省吾 理事（常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 副院長 

堀池 公子 理事（常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 看護局長 

山崎 武史 理事（非常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 公認会計士 

角田 圭雄 理事（非常勤） H30.4.1 ～H31.3.31 医師 

山形 康郎 監事（非常勤） H29.4.1 ～H31.3.31 弁護士 

菊池 健太郎 監事（非常勤） H30.1.26～H31.3.31 公認会計士、税理士 

※理事長と監事は大津市長が任命し、理事は理事長が任命する。役員の任期は、 

理事長が４年、理事、監事は２年。 

  ※役員が欠けた場合の補欠の役員の任期は、前任者の在任期間。 

   

（５）常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平均年齢並びに法人への出向

者の数  （平成３１年３月３１日現在） 

常勤職員 ８３５人（うち法人への出向者１４人）、平均年齢 ４２．２歳 

※内訳：医師１２９人、看護師４５２人、医療技術員１２５人、その他１４４人 

（前年比 △７５人）  
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「全体的な状況」 

 

１ 総括 

  中期計画期間（H29.4.1～H33.3.31）の２年目となる平成３０年度は、中期目標の

達成に向けて大津保健医療圏域の中核的医療機関として、適切な医療サービスを提供

するために、救急重症患者受入体制の強化や経営改善に取り組んだ。 

  救急医療については、これまで ICU（集中治療室）を６床で運営してきたが、救急

需要の増大、患者の高齢化に伴う重症化、患者や家族のニーズの増大に伴い、ベッド

ニーズを満たせない状況があることから、全面改修し１１月より２床増床の８床運用

を開始した。これまでも“止まらない救急”、“断らない救急”を宣言しているが、こ

れにより ICU 入室適応の重症な救急搬送患者をさらに積極的に受け入れ、地域の救急

医療に貢献するとともに、地域の救急医療の質向上を図った。 

  病床の有効活用及び入院診療単価の向上のため、２０床で運用している６Ａ病棟の

入院料を変更した。これまでの障害者施設入院料１０：１（1,329 点）の基準では、

難病患者等が概ね７割以上となるような制約があるため、季節変動等により難病患者

が少ないときなど、病床の有効活用ができなかった。このため届出を行い、８月より

急性期一般入院料７：１（1,591 点）に入院料変更し、効率的な病棟稼動が可能とな

り稼動率、稼動額とも向上させることができた。 

地域医療・介護の提供体制の確保と連携を図るため、地域における医療、介護、福

祉及び保健に係る関係団体と協働し、地域医療連携推進協議会を設置した。この協議

会において、地域医療及び介護に係る関係機関や団体から、当院の地域医療連携につ

いて意見や要望を聴取し、本院の在るべき姿についての積極的な協議を行った。 

市民病院が公立病院として市民から信頼される病院であるため、戦略的広報に取り

組み、市民に対する情報発信を積極的に行った。ホームページを全面リニューアルし、

病院紹介動画、人間ドック仮予約システム、かかりつけ医検索システムを構築し、患

者の利便性を向上させた。また、広報誌「つなぐ」を、新たに市民センターや一部民

間施設にも設置し、患者だけでなく、より多くの市民の目に触れる機会を作った。さ

らに、大人も子供も楽しめて、学べるイベント「夏休みわくわく病院体験・探検」を

５０組１００名対象に初めて開催し、地域の病院として市民と共によりよい病院を目

指し、健康作りのきっかけづくりを行い、病院を身近な存在に感じてもらえるような

情報を発信した。 

平成３０年度の収益は、ＩＣＵの２床増床、６Ａ病棟の入院料変更により、それぞ

れの病棟の延べ患者数や稼動額が増加したことや、施設基準の新規取得などにより入

院診療単価の増加につながった。これにより医業収益が前年度を約２億５，３００万

円上回り、年間で１１０億円を超えて過去最高の収益となった。また、経常利益も運

営費負担金を除いて前年度と比べて２億６，０００万円の改善を図ることができた。
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しかしながら、前年度（平成２９年度）末に廃止した介護老人保健施設職員に対する

退職金の支払い、化学療法件数増加などによる高額医薬品の増加、材料費の増加等に

よる費用負担、長期資金対象の設備投資をリース化したこと等により、短期借入金の

額が年度末で１９．１億円まで増加した。 

今後の運転資金を確保し、事業運営を継続していくための方策として、非稼動病床

（３Ｃ病棟３８床）の地域ニーズに応じた有効活用、一部病棟のより効率的な運用方

法、新たな加算取得に向けた看護体制の人材配置、医療材料コスト削減策など、経営

改善策について様々な検討を開始した。これらの検討事項の中から、診療報酬取得や

部門別での収益増加策を短期的または長期的のそれぞれの視点から取り組み、一方で

人員の適正配置や人件費、委託費、診療材料費を始めとする支出削減に向けた施策を

考え、さらに収益性を向上させていく必要がある。また、このような法人の経営改善

と併せて、設立団体による経営基盤強化が不可欠であるため、中期計画に沿った運営

費負担金等の確保が必須の課題である。 

今後については、このような病院の現状を詳細に分析し、実現可能性のある方策に

ついて検討・実行していくことにより、市民とともにある健康・医療拠点である地域

の中核病院として、健全な病院経営を行えるよう職員一丸となって経営改善に引き続

き取り組んでいく。 

 

 

２ 大項目ごとの特記事項 

第１ 年度計画の期間 

 特になし 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

  「市民病院としての役割」 

・地域の中核的な急性期病院として、５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿

病、精神疾患）に対する医療の提供を行った。がん診療については、外来での化

学療法を進めることで、入院に比べて患者に対する負担軽減になり、件数が大き

く増加した。鏡視下手術実施のため、４月に高度鏡視下トレーニングセンターを

設立し、若手・中堅医師の育成を行った。 

・４事業（救急医療、災害医療、小児医療、周産期医療）に対する医療の確保のた

め、救急需要の増大、患者の高齢化に伴う重症化、患者や家族ニーズの増大に伴

い、６床で運営してきたＩＣＵを全面改修して、１１月より２床増床の８床運用

にすることで、地域の救急医療に対する貢献を図った。 

・予防医療の提供のため、健診センターにおいて、ホームページに人間ドックオン
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ライン仮予約システムを新たに稼動させ、受診希望者がいつでも申込みを行える

環境を整えた。 

「地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化」 

・ホームページの全面リニューアルにより、かかりつけ医検索システムを作成し、

患者が地域医療機関の情報をいつでも容易に手に入れることができるような仕

組みを作った。 

・地域医療連携室は、診療所の夕方診療時間帯からの急病患者受け入れをスムーズ

に行えるよう職員が平日１９時３０分まで問い合わせ対応を含めて時間内と同

様の対応を行う体制を作り、サービスの向上に努めた。 

・市民病院が地域における医療、介護、福祉及び保健に係る関係団体と協働し、地

域医療・介護の提供体制の確保と連携を図るため、地域医療連携推進協議会を設

置して、年３回開催した。 

「市民・患者への医療サービス」 

・御意見箱を、毎朝行う管理者ミーティングにおいて内容確認を行い、関係所属に

おいて必要に応じて対応を行った。患者満足度調査を行い、患者の意向について

経年変化や新たな内容を質問項目に入れて意見の集約を行い、医療サービスの向

上を図った。 

「医療の質の向上」 

・地方独立行政法人法の改正に伴い、業務の適正を確保するため内部統制推進室を

中心に、ＩＳＯ９００１に基づいた内部統制体制を推進した。感染対策チームに

よるラウンドで、院内感染の監視を行い、毎月開催の全体経営会議においては耐

性菌・結核菌、インフルエンザなどの発生状況を報告するなど感染対策に取り組

んだ。 

・クリニカルパス委員会を中心に、ＤＰＣベンチマークソフトを使用し、標準的か

つ収益率向上のために見直しを続けている。 

・ホームページを全面リニューアルし、必要とする情報にトップページから１クリ

ックで遷移できる仕様とした。病院紹介動画を作成し、より病院をイメージしや

すい情報を動画で提供した。人間ドックをウェブから仮予約できるシステムを構

築し、受診者の利便性を向上させた。広報誌「つなぐ」を、新たに市民センター

や一部民間施設にも設置し、患者だけでなく、より多くの市民の目に触れる機会

を作った。 

  

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

「経営の効率化」 

・救急搬送患者受け入れにより地域の救急医療に貢献するため、１１月よりＩＣＵ

病床を２床増床し、８床でリニューアルオープンした。このＩＣＵ病床の増床に
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伴い、３Ｂ病棟を４床減少させており、１１月以降の許可病床数は昨年度から２

床減少の４３９床としている。また、非稼動病床となっている３Ｃ病棟３８床の

有効活用や、２０床の病床で運用している６Ａ病棟の効率的な運用のため、様々

なシミュレーションを実施し、課題等について関係者が協議した。 

「管理体制の強化」 

・毎月１回、年間１２回の理事会を開催し、様々な議題について審議・報告を行っ

た。また、事務局内の組織改編を行い、法人事務局長直轄の経営戦略室において、

経営改善に向けた社会環境の変化に迅速かつ的確に即応できる体制を整え、中期

計画の進捗管理を行った。 

・内部統制については、法令等の遵守と合わせ、資産の保全や財務報告等の信頼性

を達するために、既存のコンプライアンス推進室の業務内容を見直し、内部統制

推進室に改編した。また、６月には全職員向けに内部統制研修を実施し、個人情

報保護及び情報公開についても、適切な取扱を行った。 

「優れた人材の確保と意識改革」 

・医師については、不在となっていた診療科部長を確保した。看護体制については

夜間看護体制加算 の取得に向けた計画立案を行い、看護補助体制加算の取得に

向け看護補助者の単価の見直しと必要人員の検討を行った。また、医師事務を日

給制から月給制にするなど、法人の組織変革に目指した取り組みを行った。事務

職員についても、他病院で業務を経験した職員を採用し、業務の向上に取り組ん

でいる。 

・２０床の病床で運用している６Ａ病棟のより効率的な運用や、非稼動病床となっ

ている３Ｃ病棟３ ８床の有効活用を検討するなど様々なシミュレーションを

実施し、課題等について関係者が協議を行った。 

・検査の画像診断については、最新機器に更新したことにより放射線量が約半分と

なるため患者の体への負担が少なくなった CT（コンピュータ断層撮影）２台の

活用や、撮影部位制限のない運用を可能とするための MRI（磁気共鳴画像）の１

台更新により、運用方法を変更し検査枠を拡大するとともに、予約を半年から１

年先まで可能として、積極的な利用促進を図った。 

  ・医師は不在となっていた診療科部長を確保、看護体制は夜間看護体制加算の取得

に向けた計画立案や看護補助体制加算の取得に向け看護補助者の単価見直し・必

要人員の検討、医師事務を日給制から月給制にするなど、法人職員確保のための

取り組みを行った。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

「単年度資金収支ゼロ以上並びに経常収支比率及び医業収支比率１００パーセント

以上を達成するために講じる施策」 
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・診療報酬改定への対応や、診療報酬請求漏れ対策のため、毎月ミーティングを実

施するなど医事課と委託業者との連携を強化した。女性技師による乳がん検診を

偶数月の第３日曜日に実施してきたが、さらなる拡大の要望や利用者が多いため、

平成３１年４月より毎月第３日曜日に実施することを決定した。また、広報機能

を強化し、ホームページの全面リニューアル、ＦＭラジオに医師がゲストコメン

テーターとして参加、地元テレビの番組出演など、様々な方法による多くの病院

情報の発信をするなど、積極的な情報発信による患者集客を図った。 

・診療内容確認のため保険診療適正化委員会から各診療科部長へのフィードバックを

行い、また査定内容を分析し全体経営会議において情報共有を行うなど、収入管理

の強化に取り組んだ。 

・未収金回収率向上のため、プロポーザルによる委託弁護士の変更を行った。また、

これまで弁護士への依頼を未収発生期間６ヶ月経過後であったものを、３ヶ月経過

後へ短縮し早期介入を図った。 

・未収金対策へ医事課職員による、電話催告、督促文書送付、自宅訪問等、未収状況

に応じた対策を、これまで未収発生１ヶ月経過後から行っていたものを、発生日即

日からの早期対応へ変更した。 

・職員数の減及び時間外・特勤手当の減等により、人件費総額（退職給付費用除く）

で、前年度比△１８２百万円（うち時間外・特勤手当△１９百万円）の削減で、人

件費比率は目標値を達成した。 

・材料、薬剤における使用量の見直しや、同種、同効能の製品について統一化を行い、

薬剤でベンチマークシステムを活用し、薬品ごとの最低価格を目標に交渉行ったこ

とで、値引率１３.８％以上を確保した。しかし、化学療法等の件数増加と及び高額

医薬品の院内処方により、材料費が増加した。ただし、前年度と比較すると材料費

比率に変化はなく、材料費は抑制できている。 

「運営費負担金」 

・市民に適切な医療を提供するために地方独立行政法人化以前に投資した建物や設備

等に関する長期債務を償還するには、運営費負担金等は前年度同様、十分ではなか

った。今後も適切な医療を提供していくには、法人の経営改善と併せて設立団体に

よる経営基盤の強化が不可欠であるため、中期計画に沿った運営費負担金等の確保

が必須である。 

「計画期間内の収支見通し」 

・毎月開催した理事会において、中期計画の主要な指標を提示し、達成状況について

確認を行った。また、各診療科から各種指標に対しての現状分析の聞き取りを行う

など、経営の改善に資する課題の把握に努めた。評価委員会に対し、四半期ごとの

達成状況及び要因分析について、市を通じて報告を行った。２０床運用の６Ａ病床

の入院料を、８月より障害者施設入院料１０：１から、急性期一般入院料７：１に
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変更し、入院診療単価の向上を図った。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措置 

・付属専門学校において、看護師として必要な知識及び技術を教授し、豊かな人間

性と確かな知識・技術を身につけた看護専門職の育成を行った。  
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「項目別の状況」 

 

第１ 年度計画の期間 

 特になし 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

１ 市民病院としての役割 

（１）５疾病に対する医療の提供 

地域の中核的な急性期病院として５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病及び

精神疾患）への対応を中心とした高度専門医療の充実を図った。また、地域がん診療連

携支援病院として、クリニカルパスなどを用いて地域の医療機関と連携を図った。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成 30 年度目標値 平成 30 年度実績 

がん手術件数 ６３０件 ６２９件 

化学療法件数 １，８４０件 ２，７６９件 

放射線治療件数 １１５件 １０１件 

脳外科手術件数 ３１５件 ２７５件 

ＰＣＩ実施件数 １９８件 １５１件 

 ※ＰＣＩ（経皮的冠動脈インターベンション） カテーテルを用いた心臓疾患治療 

 

（２）４事業に対する医療の確保 

４事業（救急医療、災害医療、小児医療、周産期医療）に対する医療の確保のため、

救急需要の増大、患者の高齢化に伴う重症化、患者や家族ニーズの増大に伴い、６床で

運営してきたＩＣＵを全面改修して、１１月より２床増床の８床運用にすることで、地

域の救急医療に対する貢献を図った。また、６月に起きた大阪北部地震の際には、滋賀

県からの要請を受けＤＭＡＴが出動して被災地の活動拠点本部の指揮下に入り、患者搬

送や介護施設の被害状況確認などの活動を行った。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成 30 年度目標値 平成 30 年度実績 

救急搬送受入件数 ４，０９０件 ３，９１５件 

救急搬送入院患者数 １，４４４人 １，４１３人 
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救急ストップ時間 ０時間 ４３６時間 

救急搬送比率 ２７．４％ ２４．３％ 

救急入院患者数 ３，０３０人 ２，７７８人 

 

【関連指標】 

 ・災害訓練回数 ３回（うち院内１回） 

 

新生児１８３名のうち、３０名の病的新生児に対して治療を提供した。また、「ＥＲおお

つ」において、救急治療の必要な小児患者の受け入れを行い、受入件数は目標値を下回っ

たものの、小児救急ストップ時間は０時間であり、断らない救急として地域医療に貢献す

ることができた。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成 30 年度目標値 平成 30 年度実績 

小児科入院患者数 ２，６４３人 ２，７４８人 

小児科救急受入件数 ２，３５０件 ２，０４８件 

 

周産期協力病院として、これまで正常分娩や中等度のリスク分娩に対応してきたが、診

療体制の変更に伴い、２０１９年６月からは体制が再び整うまでの間、分娩の取り扱いを

当面休止することを決定した。 

【関連指標】 

・ハイリスク分娩件数 ６件 

 

（３）感染症への対応 

感染症が発生した場合に、迅速な処理解決を行えるよう院内の感染対策チームが、他

病院と合同カンファレンスや、相互に施設ラウンドを行うなどの取り組みを行った。 

 

（４）予防医療の提供 

健診センターにおいて、ホームページに人間ドックオンライン仮予約システムを新

たに稼動させ、受診希望者がいつでも申込みを行える環境を整えた。また、人間ドッ

クのポータルサイトに登録し、より多くの人が当院の人間ドックに関心を抱くような

仕組み作りを行った。 

【目標に係る実績】 
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目標指標 平成 30 年度目標値 平成 30 年度実績 

人間ドック件数 ３，１９８人 ３，４４２人 

 

２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化 

（１）地域医療支援病院としての役割 

ホームページの全面リニューアルにより、かかりつけ医検索システムを作成し、患者

が地域医療機関の情報をいつでも容易に手に入れることができるような仕組みを作った。 

院長、副院長などの経営層や各診療科部長が、地域医療連携室の職員とともに地域医

療機関へ積極的に訪問を行い、連携強化を図ることで、紹介率・逆紹介率は目標を大き

く上回った。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成 30 年度目標値 平成 30 年度実績 

紹介率 ５５％ ６５．２％ 

逆紹介率 ７６％ ９４．４％ 

地域医療機関訪問回数 ２５０回 ３２９回 

 

（２）地域での病院機能とその役割 

地域医療連携室に、患者相談支援室と入退院センターを室内室として置き、一体的に

業務を行うことで迅速な対応と効率的な運営を行えるように組織を再編した。このこと

により、常に看護師、社会福祉士といった専任の職員の配置をし、患者サービスのさら

なる向上に努めた。 

【関連指標】 

・地域医療機関向け研修実施回数 ４０回 

 

（３）在宅医療・介護との連携強化 

訪問看護ステーションへの新規の利用申込みはあるが、長期利用者の入院や施設入所

等により件数は減少した。病院の地域医療連携室や医師、看護師と在宅医療支援のため

の協力関係は密にしており、さらに入院患者の在宅医療移行を支援していく。 

地域医療連携室は、診療所の夕方診療時間帯からの急病患者受け入れをスムーズに行

えるよう職員が平日１９時３０分まで問い合わせ対応を含めて時間内と同様の対応を行

う体制を作り、サービスの向上に努めた。 
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【関連指標】 

・訪問看護件数 ７，８８５件 

 

（４）関係機関との連携強化 

市民病院が地域における医療、介護、福祉及び保健に係る関係団体と協働し、地域医

療・介護の提供体制の確保と連携を図るため、地域医療連携推進協議会を設置して、年

３回開催した。 

 

３ 市民・患者への医療サービス 

（１）市民・患者の求める医療サービスの提供 

患者満足度調査は、入院患者向け調査は各病棟に入院する患者・家族を対象に、外来

患者向け調査は各ブロックにおける患者・家族を対象に、それぞれアンケート調査を行

い、ホームページを通じて公開した。 

【関連指標】 

・外来 患者満足度調査（満足＋やや満足） ８３．２％ 

・入院 患者満足度調査（満足＋やや満足） ９２．９％ 

 

（２）職員の接遇の質の向上 

御意見箱は、毎朝行う管理者ミーティングにおいて内容確認を行い、関係所属におい

て必要に応じて対応を行った。患者満足度調査を行い、患者の意向について経年変化や

新たな内容を質問項目に入れて意見の集約を行い、医療サービスの向上を図った。また、

全職員向けに法令遵守と人権の尊重について、研修会を実施した。 

 

４ 医療の質の向上 

（１）医療の安全の徹底 

地方独立行政法人法の改正に伴い、業務の適正を確保するため内部統制推進室を中

心に、ＩＳＯ９００１に基づいた内部統制体制を構築した。また、毎月開催の全体経

営会議において、インシデント・アクシデントレポートや感染防止について報告を行

い、注意喚起を促している。さらに、医療従事者を含めた全職員を対象に医療安全研

修会を行い、安全管理の意識向上に努めた。 

【関連指標】 
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・転倒転落発生率 ３．８９％ 

・褥瘡発生率 ０．１２％ 

 

（２）診療データ分析による医療の質と効率性の標準化 

クリニカルパス委員会を中心に、ＤＰＣベンチマークソフトを使用し、標準的かつ収

益率向上のために見直しを続けている。ＱＩについては、分析評価を院内に周知すると

ともに、ホームページにおいて公表を行い、医療の質向上のために、継続的な取り組み

を行っている。 

 

（３）セカンドオピニオンの推進 

  地域医療連携室と患者相談支援室でフロアが１階、２階と分かれており相談の来院者

から分かりにくかったため、平成３０年度に組織変更を行い、患者相談支援室を地域医

療連携室内の室内室へ変更し、患者相談支援室において様々な相談への対応を行った。 

 

（４）市民への医療の質に関する情報発信  

ホームページを全面リニューアルし、必要とする情報にトップページから１クリック

で遷移できる仕様とした。病院紹介動画を作成し、より病院をイメージしやすい情報を

動画で提供した。人間ドックをウェブから仮予約できるシステムを構築し、受診者の利

便性を向上させた。 

発行した広報誌「つなぐ」を、新たに市民センターや一部民間施設にも設置し、患者

だけでなく、より多くの市民の目に触れる機会を作った。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 経営の効率化 

救急搬送患者受け入れにより地域の救急医療に貢献するため、１１月よりＩＣＵ病床

を２床増床し、８床でリニューアルオープンした。このＩＣＵ病床の増床に伴い、３Ｂ

病棟を４床減少させており、１１月以降の許可病床数は昨年度から２床減少の４３９床

としている。また、非稼動病床となっている３Ｃ病棟３８床の有効活用や、２０床の病

床で運用している６Ａ病棟の効率的な運用のため、様々なシミュレーションを実施し、

課題等について関係者が協議した。 

検査の画像診断については、機器更新により放射線量が約半分となるため患者の体へ
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の負担が少なくなった CT（コンピュータ断層撮影）２台の活用や、撮影部位制限のない

運用を可能とするための MRI（磁気共鳴画像）の１台更新により、運用方法を変更し検査

枠を拡大するとともに、予約を半年から１年先まで可能として、積極的な利用促進を図

った。 

 

２ 管理体制の強化 

（１）経営体制の強化 

毎月１回、年間１２回の理事会を開催し、様々な議題について審議・報告を行った。

また、事務局内の組織改編を行い、法人事務局長直轄の経営戦略室において、経営改善

に向けた社会環境の変化に迅速かつ的確に即応できる体制を整え、中期計画の進捗管理

を行った。 

 

（２）内部統制の強化 

各所属に対し、ＩＳＯ活動の一環として、内部監査を実施した。また、３月にはＩＳ

Ｏマニュアルを作成し、平成３１年４月からの実施に向け、必要な取り組みを進めた。 

 

（３）コンプライアンスの徹底 

内部統制については、法令等の遵守と合わせ、資産の保全や財務報告等の信頼性を達

するために、既存のコンプライアンス推進室の業務内容を見直し、内部統制推進室に改

編した。また、６月には全職員向けに内部統制研修を実施し、個人情報保護及び情報公

開についても、適切な取扱を行った。 

 

３ 優れた人材の確保と意識改革 

（１）法人職員の確保 

医師については、不在となっていた診療科部長を確保した。看護体制については夜間

看護体制加算の取得に向けた計画立案を行い、看護補助体制加算の取得に向け看護補助

者の単価の見直しと必要人員の検討を行った。また、医師事務を日給制から月給制にす

るなど、法人の組織変革に目指した取り組みを行った。事務職員についても、他病院で

業務を経験した職員を採用し、業務の向上に取り組んでいる。 

 

（２）職員の意識改革とモチベーションの向上 
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  病院の理念から収支状況の推移まで様々な項目を網羅した「職員必携」を全職員が

携帯し、常に目標確認が行えるよう、職員一丸となって取り組んだ。中期目標及び中

期計画を達成のため、人事評価にあわせた目標設定を、所属ごとに行った。 

各職員が現状の状況について情報共有できるよう毎月所属長を対象にした全体経営

会議を実施し、診療科ごとの入院・外来の売上状況について情報共有し、会議終了後

に全職員が情報を確認できるよう院内グループウェアに内容を掲載した。 

人事評価制度を本格実施し、法人の経営課題を解決できる組織・個人の能力開発に

資する人材育成ツールとして導入した。また、効率の良い業務運営に向け、未収金管

理委託業務の一部を直営に変更した。 

 地域医療推進協議会の地域関係団体部会において、介護支援専門員協会、地域女性

団体連合会、自治連合会など地域の関係団体から在宅医療体制についての意見や要望

を集めて、地域医療連携への貢献について、情報収集及び対応検討を進めた。 

 

（３）研修体制の強化 

法人監事の弁護士による「医療現場におけるパワーハラスメント」をテーマとしたコ

ンプライアンス研修を、全職員対象にして実施するなど、新たな研修の実施に取り組ん

だ。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

医業収支、経常収支ともに目標値には至らなかったが、経常収支黒字となり、経営改善

による効果がでている。毎月所属長を対象にした全体経営会議において、月ごとの状況や

前年度との比較、年度の累計など診療科ごとのデータを提供し、情報共有を行った。また、

診療科別の経営指標を、四半期ごとに各診療科部長が自己分析を行い、収益アップに努め

た。さらに、診療報酬、人件費、材料費を管理し、法人への貢献利益を表す資料を今後活

用し、各診療科とともに利益に重点を置いた医療サービスの提供を行っていく。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成30年度目標値 平成 30 年度実績 

医業収支比率 １０１％以上 ９９．９％ 

経常収支比率 １０４％以上 １０２．７％ 

１ 単年度資金収支ゼロ以上並びに経常収支比率及び医業収支比率１００パーセント以上

を達成するために講じる施策 
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（１）収入及び収益の向上策 

 診療報酬改定への対応や、診療報酬請求漏れ対策のため、毎月ミーティングを実施す

るなど医事課と委託業者との連携を強化した。また、ＤＰＣコーディング委員会による

コーディングの改善・修正事項について、各診療科部長へフィードバックを行った。 

８月より２０床運用の６Ａ病床の入院料を障害者施設入院料１０：１から、急性期一

般入院料７：１に変更し、入院診療単価の向上を図った。また、患者相談支援室、入退

院センターを地域医療連携室内の室内室へ変更し、両室で一体的に業務を行うことで、

紹介率・逆紹介率のアップなど効率的な地域連携が進んだ。 

女性技師による乳がん検診を偶数月の第３日曜日に実施してきたが、さらなる拡大の

要望や利用者が多いため、平成３１年４月より毎月第３日曜日に実施することを決定し

た。また、広報機能を強化し、ホームページの全面リニューアル、ＦＭラジオに医師が

ゲストコメンテーターとして参加、地元テレビの番組出演など、様々な方法による多く

の病院情報の発信をするなど、積極的な情報発信による患者集客を図った。 

 近隣病院の金額を参考にして、平成３０年４月に診断書、証明書関係料金の改訂を行

った。改訂については、約４０項目に及び、改訂項目の料金は平均すると約２倍となっ

た。 

診療内容確認のため保険診療適正化委員会から各診療科部長へのフィードバックを行

い、また査定内容を分析し全体経営会議において情報共有を行うなど、収入管理の強化

に取り組んだ。 

未収金回収率向上のため、プロポーザルによる委託弁護士法人の変更を行った。また、

これまで弁護士への依頼を未収発生期間６ヶ月経過後であったものを、３ヶ月経過後へ

短縮し早期介入を図った。 

未収金対策へ医事課職員による、電話催告、督促文書送付、自宅訪問等、未収状況に応

じた対策を、これまで未収発生１ヶ月経過後から行っていたものを、発生日即日からの

早期対応へ変更した。 診療報酬によらない料金については、周辺施設との比較を行い、

適正な価格の設定を行った。 

 診療報酬の請求内容の精度強化に努めるとともに、返戻理由の分析を行う等の再審査

請求を強化した。診療報酬の保留となるものについては、要因分析を行いその要因を解

消するために、保留の進捗状況管理に取り組んだ。 

 未収金を発生させないため、支払い困難となりそうな場合は入院中から市の保健福祉

部門を始めとした関係行政おける制度の紹介を行う等の患者の相談に応じ、精算金の回
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収につなげた。また、やむなく発生した未収金については、未収金の低減を図るため、

できるだけ早期な対応を図り、定期的な督促を行った。さらに未収金の回収業務を弁護

士事務所に委託し、債権回収に努めた。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成30年度目標値 平成 30 年度実績 

入院診療単価 ５８，０００円 ５９，０５３円 

外来診療単価 １２，０００円 １５，２９４円 

手術件数 ４，３３０件 ３，６３５件 

病床稼働率 ８２％ ８７．９％ 

入院患者数 １３３，２５５人 １２６，０８４人 

外来患者数 ２２８，４２０人 ２１０，２８７人 

平均在院日数 １１．４日 １２．６日 

ＤＰＣⅡ期間以内患者割合 ６９％ ５８．７％ 

新入院患者数 １０，６１０人 ９，２９３人 

ＩＣＵ稼働率 １００％以上 １１４．４％ 

 

（２）支出及び費用の削減策 

職員数の減及び時間外・特勤手当の減等により、人件費総額（退職給付費用除く）

で、前年度比△１８２百万円（うち時間外・特勤手当△１９百万円）の削減で、人件

費比率は目標値を達成した。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成30年度目標値 平成 30 年度実績 

人件費比率（職員給与費比率） ５７％以下 ５４．７％ 

※人件費（退職給付費用を除く）比率は、医業収益に対する費用の割合 

 

昨年度と同様に、材料、薬剤における使用量の見直しや、同種、同効能の製品につ

いて統一化を行い、薬剤でベンチマークシステムを活用し、薬品ごとの最低価格を目

標に交渉行ったことで、値引率１３.８％以上を確保した。しかし、化学療法等の件数

増加及び高額医薬品の院内処方により、材料費が増加し、材料費比率が高くなった。

ただし、前年度と比較すると前年度なかった新規の高額医薬品による支出があったに

もかかわらず、材料費比率に変化はなく、材料費は抑制できている。また、共同購入
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についてはＳＰＤ（院内物流管理システム）業者を通じて実施している。 

今後は、診療材料・試薬で新たなベンチマークシステムを活用し、材料費の更なる

抑制に努めていく。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成30年度目標値 平成 30 年度実績 

材料費比率 ２０％ ２３．０％ 

後発医薬品指数 ７９％以上 ９１．６％ 

※材料費比率は、入院、外来収益に対する費用の割合。目標値は抗がん剤等高額薬剤

を除いて算定。 

※後発医薬品指数は、ＤＰＣ機能評価係数Ⅱ算定のための評価項目で、入院医療で使

用される後発医薬品の使用割合に基づく評価。国は７０％を目標としている。 

 

医業費用では、保守委託契約の見直しや委託業者の変更等により、委託費は前年度

比△３０百万円の削減となった。一般管理費では、契約期間満了に伴う新規契約時金

額の増加（労務費増によるもの）、省エネルギーサービス提供事業（エスコ事業）の委

託費支払いが今年度より発生したこと等により委託費は、前年度比＋１３５百万円増

加となった。上記の差引増加分をエスコ事業については、光熱費の減と設備更新によ

り賄っているが、その他については医業収益で賄いきれず、目標未達となった。今後

も引き続き契約の見直しを進め、委託費を抑制し、目標達成に努める。 

【目標に係る実績】 

目標指標 平成 30 年度目標 平成 30 年度実績 

委託費比率 １１％ １１．７％ 

 ※委託費比率は、医業収益に対する費用の割合 

 

２ 運営費負担金 

市民に適切な医療を提供するために地方独立行政法人化以前に投資した建物や設備等

に関する長期債務を償還するには、運営費負担金等は前年度同様、十分ではなかった。

今後も適切な医療を提供していくには、法人の経営改善と併せて設立団体による経営基

盤の強化が不可欠であるため、中期計画に沿った運営費負担金等の確保が必須である。 

 

３ 計画期間内の収支見通し 
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毎月開催した理事会において、中期計画の主要な指標を提示し、達成状況について確

認を行った。また、各診療科から各種指標に対しての現状分析の聞き取りを行うなど、

経営の改善に資する課題の把握に努めた。評価委員会に対し、四半期ごとの達成状況及

び要因分析について、市を通じて報告を行った。 

 

第５ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

付属専門学校において、看護師として必要な知識及び技術を教授し、看護専門職とし

て社会に貢献できる人材を育成することを教育目的とし、豊かな人間性と確かな知識・

技術を身につけた看護専門職の育成を行った。 

 

第６ 予算（人権費の見積りを含む）、収支計画、資金計画 

（１） 予算（平成３０年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 
差額 

（決算-計画） 

収入 

 営業収益 

  医業収益 

  看護専門学校収益 

  訪問看護ステーション収益 

  運営費負担金 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金 

  その他営業外収益 

 

１２，０４７ 

１０，８９５ 

４３ 

７９ 

  ９９７ 

３４ 

９０２ 

７９１ 

１１１ 

 

１２，２９９ 

１１，１２３ 

２０ 

７３ 

  １，０５３ 

３０ 

８５８ 

７３５ 

１２３ 

 

２５２ 

２２８ 

△２３ 

△６ 

５６ 

△４ 

△４４ 

△５６ 

１２ 

 資本収入 

  短期借入金 

   計 

６５７ 

６５７ 

１３，６０６ 

１，９１１ 

１，９１１ 

１５，０６８ 

１，２５４ 

１，２５４ 

１，４６２ 

支出 

 営業費用 

  医業費用 

 

１１，２４７ 

１０，１８８ 

 

１１，７１８ 

１０，６２５ 

 

４７１ 

４３７ 
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   給与費 

   材料費 

   経費 

   研究研修費 

  看護専門学校費用 

   給与費 

   経費 

  訪問看護ステーション費 

   給与費 

６，５１２ 

２，２７２ 

１，３７７ 

２６ 

１５１ 

１２１ 

３０ 

７０ 

６２ 

６，４９８ 

２，６３２ 

１，４７３ 

２２ 

１１１ 

９８ 

１３ 

７７ 

７３ 

△１４ 

３６０ 

９６ 

△４ 

△４０ 

△２３ 

△１７ 

７ 

３８ 

   経費 

  一般管理費 

 営業外費用 

 資本支出 

  建設改良費 

  償還金 

 計 

８ 

８３８ 

２０２ 

２，７９７ 

３６９ 

２，４２９ 

１４，２４７ 

４ 

９０５ 

２４８ 

２，７４７ 

３１８ 

２，４２９ 

１４，７１３ 

△４ 

６７ 

４６ 

△５０ 

△５１ 

０ 

４６６ 

   ※計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがある。 

 

（２） 収支計画（平成３０年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 差額 

（決算-計画） 

収入の部 

 営業収益 

  医業収益 

  看護専門学校収益 

  訪問看護ステーション収益 

運営費負担金収益 

  資産見返補助金等戻入 

  その他営業収益 

 営業外収益 

１３，５８０ 

１２，０７１ 

１０，８６５ 

４３ 

７９ 

９９７ 

５４ 

３３ 

８９６ 

１４，００６ 

１２，６１８ 

１１，０８７ 

２０ 

７３ 

１，０５３ 

３５５ 

３０ 

８５０ 

４２６ 

５４７ 

２２２ 

△２３ 

△６ 

５６ 

３０１ 

△３ 

△４６ 
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  運営費負担金収益 

  その他営業外収益 

  臨時利益 

７９１ 

１０６ 

６１２ 

７３５ 

１１５ 

５３８ 

△５６ 

９ 

△７４ 

支出の部 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   減価償却費 

   研究研修費 

  看護専門学校費用 

   給与費 

   経費 

  訪問看護ステーション費 

   給与費 

   経費 

  一般管理費 

１２，４２６ 

１１，８６１ 

１０，７７９ 

６，４１６ 

２，１０３ 

１，２９９ 

９５６ 

２５ 

１６５ 

１２９ 

３６ 

６５ 

６２ 

３ 

８３２ 

１３，１３８ 

１２，５４３ 

１１，３８２ 

６，１７９ 

２，５４９ 

１，３６７ 

１，２６６ 

２１ 

１５０ 

９７ 

５３ 

８０ 

７６ 

４ 

９３１ 

７１２ 

６８２ 

６０３ 

△２３７ 

４４６ 

６８ 

３１０ 

△４ 

△１５ 

△３２ 

１７ 

１５ 

１４ 

１ 

９９ 

 営業外費用 

 臨時損失 

５６５ 

０ 

５７３ 

２２ 

８ 

２２ 

    
 純利益 

 目的積立金取崩額 

 総利益 

１，１５４ 

０ 

１，１５４ 

８６８ 

０ 

８６８ 

△２８６ 

０ 

△２８６ 

 

（３） 資金計画（平成３０年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 
差額 

（決算-計画） 

資金収入 

 業務活動による収入 

  診療業務による収入 

１４，２１３ 

１２，９１４ 

１０，８６５ 

１５，３４７ 

１３，２１７ 

１１，１６８ 

１，１３４ 

３０３ 

３０３ 
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  運営費負担金による収入 

  その他の業務活動による収入 

 財務活動による収入 

  短期借入れによる収入 

長期借入れによる収入 

 繰越金 

１，７８８ 

２６０ 

６５７ 

６５７ 

０ 

６４２ 

１，７８８ 

２６１ 

１，９１１ 

１，９１１ 

０ 

２１９ 

０ 

１ 

１，２５４ 

１，２５４ 

０ 

△４２３ 

資金支出 

 業務活動による支出 

  給与費支出 

  材料費支出 

  その他の業務活動による支出 

投資活動による支出 

  有形固定資産の取得による支出 

１４，２１３ 

１１，２５４ 

６，７６４ 

２，１０３ 

２，３８７ 

３４４ 

３４４ 

１５，３４７ 

１２，５９２ 

７，３６９ 

２，７９０ 

２，４３３ 

１２４ 

１２４ 

１，１３４ 

１，３３８ 

６０５ 

６８７ 

４６ 

△２２０ 

△２２０ 

 財務活動による支出 

  移行前地方債償還債務の償還に

よる支出 

  その他の財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金  

２，６１３ 

 

１，２５７ 

１，３５６ 

２ 

２，５６４ 

 

１，２５７ 

１，３０７ 

６７ 

△４９ 

 

０ 

△４９ 

６５ 

 

第７ 短期借入金の限度額 

期首短期借入金残高は、１，１７２百万円である。平成３０年５月末に短期借入金残高

「０」にするも、翌６月末の賞与支払い時に４９０百万円借入を行って以降は、１２月賞

与、９月・３月移行前企業債の償還資金として、借入を行い、年度末短期借入金残高は、

１，９１１百万円であった。 

【関連指標】 

※中期計画：６５７百万円→年度末借入実績：１，９１１百万円 

      （期首からの実質減少額） 

 （中期計画：△１２５百万円 実績：△８９１ 乖離額△７６６） 

主な要因：医業収益増    → ＋２７３百万円  

（計画１０，８９５百万円→実績１１，１６８百万円） 

給与費増    → △４３６百万円 
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（計画６，７６４百万円→実績７，２００百万円） 

材料費・経費増 → △６８８百万円 

      （計画４，２４７百万円→実績４，９３５百万円） 

資本支出減      →  ＋１０６百万円 

      （計画３６９百万円→実績２６３百万円） 

 

第８ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  なし 

 

第９ 剰余金の使途 

  ４，７６９百万円の累積欠損金のため、大津市への配当なし。 

 

第１０ 地方独立行政法人市立大津市民病院の業務運営並びに財務及び会計に関する規則

（平成２９年大津市規則第１０３号）第４条で定める事項 

１ 施設及び設備に関する計画（平成３０年度） 

【関連指標】  

  内 容 実績額 財源 

施設整備  １１３百万円 自己財源 

医療機器整備 ３３百万円 自己財源 

 

２ 人事に関する計画  

（１）より一層の「医療機能の連携の強化」、「質の高い医療の提供」を実現するために、

組織の改編、再編成を行い、必要な体制整備を図った。このことにより、体制強化のた

め専任の職員を配置するなど、迅速な対応と効率的な運営が行えるようになった。 

【関連指標】 

・職員体制等 

平成３０年度期末での職員体制は８３５人（退職７２人、採用５７人）で、期首か

ら△１５人、前年度末比で△７５人である。 
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〔職員体制の内訳（単位は人）〕 

№ 職種 期首 採用 退職 期末 

正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 

 

病

院

      

医師 83 46 0 4 8 0 9 5 0 78 49 0 

看護師 402 6 34 6 0 1 19 0 6 389 6 29 

医療技術職 97 23 5 3 3 5 2 2 2 98 24 8 

事務職 34 21 52 2 2 12 1 3 15 35 20 49 

その他（保育士） 0 1 2 0 1 4 0 0 3 0 2 3 

補助員 2 0 30 0 0 5 0 0 4 2 0 31 

学

校 

看護師 10 0 0 0 0 0 1 0 0 9 0 0 

事務 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 1 2 

  合計 850 57 72 835 

 

（２）人事評価制度を本格実施し、厳しくなる経営環境の中でも、法人の経営課題を解決

していくことができる組織・個人の能力開発に資する人材育成のツールとして導入を行

った。 

 

（３）医師、看護師などと連携・協働しながらあらゆる角度から診療の最前線の現場とし

て業務を行っている医事課に民間病院での経験を活かし、活躍できる事務職員を採用す

るなど、事務部門の強化に努めた。 


